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（報告事項 ） 

第 1144 回経営委員会資料 

平 成 2 3 年 5 月 2 4 日 

 

 

関連団体の事業運営状況等について 

 

 

 関連団体運営基準第１９条及び第２０条に基づき、関連団体の事業運営状況等に

ついて、以下のとおり報告する。 

 

  １．平成２２年度 関連団体の業務運営状況調査の結果について 

  ２．平成２２年度 関連団体事業活動審査委員会の活動結果について 

【参考１】平成２２年度 子会社の決算概要 

  【参考２】平成２２年度 関連団体の事前協議等の概要 
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１．平成２２年度 関連団体の業務運営状況調査の結果について 

 

 関連団体運営基準（以下「運営基準」という。）第１９条に基づき、外部監査法人（以下「監査

法人」）に委嘱して、関連団体の業務運営状況調査を行った結果は、以下のとおりである。 

 

（１）対象団体 

   関連団体２４団体（子会社１３社、関連会社２社、関連公益法人等９団体） 

 

（２）実施時期 

   ２２年７月～２３年１月 

 

（３）対象期間 

   前年度に業務運営状況調査を実施して以降、今年度に業務運営状況調査を実施するまでの期間を対

象とした。 

 

（４）実施方法 

各関連団体について、監査法人所属の公認会計士が数名、２日間程度訪問のうえ、合意された調査手

続に基づき、各種書面の点検ならびに関係者への聞き取りにより実施した。 

 

（５）委嘱事項と結果概要 

 

関連団体運営基準 第１９条〔監査法人等の業務運営状況調査〕 

１ ＮＨＫは、運営基準に関する事項およびＮＨＫが指定する事項について、監査法人等に委嘱

し、関連団体の業務運営状況に関する調査を行い、関連団体はこれに応じる。 

 

  ① 関連団体運営基準に関する事項の調査 

【委嘱事項】 

 関連団体の事業活動が運営基準に照らして適正に行われているかについて調査を委嘱した。 

 具体的には、業務範囲（第６条）、遵守事項（第８条）、事前協議・事前説明（第１１・１２条）の

３点の調査を委嘱した。 

     

   【結果概要】 

 調査の結果、監査法人からは、１団体１件の検出事項の報告があったが、ＮＨＫはその内容を確認

し、不適切なレベルにはないと判断した。 

  （検出事項)  

 ･ 事前協議票の提出。（社長等の退任慰労金の事前協議票が事後提出） 

 

  ② ＮＨＫが指定する事項の調査 

【委嘱事項】 

Ａ 「ＮＨＫ取引とその他の取引の区分経理に関する基本方針」準拠性、Ｂ 実績原価報告のサンプ

リング調査、を委嘱した。なお、Ａ，Ｂの調査は、ＮＨＫ学園、ＮＨＫ交響楽団、ＮＨＫ厚生文化

事業団、健康保険組合、共済会を除く１９団体を対象とした。 
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   【結果概要】 

Ａ 「ＮＨＫ取引とその他の取引の区分経理に関する基本方針」準拠性 

調査の結果、監査法人から軽微な計算ミス等が報告されたが、ＮＨＫはその内容を確認し、２1 年

度「ＮＨＫ取引とその他の取引の区分経理」報告の修正が必要なレベルにはないと判断した（検出

事項あり：１２団体／１９団体）。取り組み２年目を迎え、検出事項数も減りつつある。 

 

Ｂ 実績原価報告のサンプリング調査 

実績原価調査の対象として事前に抜き出した７８件の契約について、ＮＨＫの指定する「実績原価

調査票」に関連団体が売上高、売上原価（直接費・間接費）等を記入し、監査法人がその内容を調

査した。発見された計算ミス等については修正させた。 

 

（６）ＮＨＫとしての今後の対応 

関連団体運営基準については、各関連団体における業務実施手順を徹底し、事業運営に対する指導・

監督を継続する。「ＮＨＫ取引とその他の取引の区分経理に関する基本方針」準拠性については、より

精度の高い報告を行うよう関連団体を指導する。また、実績原価報告の調査結果については、修正が

完了した実績原価票が関連団体との業務委託契約見直しの検討材料として活用されつつある。 
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２．平成２２年度 関連団体事業活動審査委員会の活動結果について 

 

関連団体運営基準第２０条に基づき、関連団体事業活動審査委員会（以下「委員会」という。）

における関連団体の事業活動に関する外部からの意見・苦情等の受け付け状況について、以下の

とおり報告する。 

 

（１）意見・苦情等の受け付け状況 

   平成２２年度の関連団体の事業活動に関する外部からの意見・苦情等の受け付けはなかった。 

 

（２）委員会の開催状況 

   平成２２年１０月７日および平成２３年４月７日に委員会を開催し、意見・苦情等の受け付け状況

を報告したほか、関連事業に関して意見交換を行った。 

 

○ 委員会の構成 

委員長   副会長 

委員長代行  関連事業局担当理事 

委 員   金田 英成氏（公認会計士） 

〃   山下  丈氏（弁護士） 

  〃   経営企画局長 

〃   関連事業局長 

  〃   経理局長 

 

○ 意見・苦情等の受け付け体制 

委員会の事務局を関連事業局に設置し、関連団体の個別具体的な事業活動に対して、直接の利害

関係を持つ人からの意見・苦情等について、受け付けを行っている。受け付けは書面によることと

しているが、相談を受けるための専用電話を、関連事業局の事務室に設置している。 

なお、専用電話番号をＮＨＫホームページに掲載するとともに、全国各放送局およびコールセン

ターにもその対応について周知している 
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【参考１】平成２２年度 子会社の決算概要 

（１）決算概要 

（単位百万円:単位未満切捨て）

率
対21年度
増減額

率
対21年度
増減額

㈱ＮＨＫエンタープライズ 51,375 5,926 36,210 70.5% 4,000 15,164 29.5% 1,926 2,110 1,515 47,069 1,035

㈱ＮＨＫエデュケーショナル 21,485 1,239 15,297 71.2% 1,208 6,187 28.8% 31 412 73 20,200 397

㈱ＮＨＫグローバルメディアサービス 18,635 1,864 15,583 83.6% 1,768 3,051 16.4% 96 402 △ 151 17,187 590

㈱日本国際放送 3,937 1,427 3,031 77.0% 620 905 23.0% 807 79 96 3,701 1

㈱ＮＨＫプラネット 8,253 562 4,561 55.3% △ 271 3,692 44.7% 834 57 △ 60 7,300 5

㈱ＮＨＫプロモーション 5,986 1,258 667 11.1% 45 5,318 88.9% 1,212 42 29 5,200 41

㈱ＮＨＫアート 14,332 △ 409 9,175 64.0% 179 5,156 36.0% △ 588 321 △ 92 13,876 322

㈱ＮＨＫメディアテクノロジー 27,055 △ 515 19,295 71.3% △ 454 7,759 28.7% △ 61 546 0 25,893 281

㈱ＮＨＫ出版 18,697 △ 1,611 42 0.2% △ 38 18,654 99.8% △ 1,572 △ 308 △ 498 20,117 104

㈱ＮＨＫビジネスクリエイト 9,836 △ 39 4,843 49.2% △ 148 4,992 50.8% 108 156 △ 168 9,330 292

㈱ＮＨＫアイテック 52,277 △ 258 24,192 46.3% 1,379 28,084 53.7% △ 1,638 2,530 29 43,000 960

㈱ＮＨＫ文化センター 9,323 △ 109 124 1.3% 92 9,198 98.7% △ 202 △ 138 △ 164 9,800 20

ＮＨＫ営業サービス㈱ 12,731 2,634 10,181 80.0% 1,374 2,549 20.0% 1,259 451 127 11,959 177

（参考）

子会社１３社の単純合計 253,925 11,969 143,208 56.4% 9,756 110,717 43.6% 2,212 6,664 735 234,632 4,225

※ＮＨＫプロモーションは、２２年度より税抜き方式に変更したため、２１年度の数値を税抜き方式に換算して増減額を算出

区　　分

売上高
当期

純利益

（参考）22当初事業計画

売上高
当期

純利益対21年度
増減額

（再掲）
ＮＨＫとの
取引額

（再掲）
ＮＨＫ以外
との取引額

対21年度
増減額

 

 

＜ポイント＞ 

▽ １３社の単純合計では増収増益。番組制作系の３社（ＮＨＫエンタープライズ、ＮＨＫエデュケーショ

ナル、日本国際放送）、ＮＨＫプロモーション、ＮＨＫ営業サービスの計５社が増収増益となったが、

一方でＮＨＫアート、ＮＨＫ出版、ＮＨＫビジネスクリエイト、ＮＨＫ文化センターの４社が減収減益

となった。 

 

▽ 売上高は単純合計で前年度比１１９億円の増収。特殊要因として“国際業務の再編・統合”の一環で、

昨年４月にＮＨＫエンタープライズと統合した旧国際メディア・コーポレーション（旧ＭＩＣＯ）の事

業による売上増が７１億円あった。 

 

▽ ＮＨＫとの取引は、単純合計で前年度から９７億円増加し、売上高に占める比率は１．３ポイント増。

ＮＨＫ以外との取引は、単純合計で前年度から２２億円増。各々の主な増減要因は次ページに記載。 

 

▽ 当期純利益は単純合計で前年度比７億円の増益。特殊要因として、ＮＨＫエンタープライズが旧ＭＩＣ

Ｏとの統合に伴う特別利益（１１．９億円）と海外子会社の清算益（４．９億円）計上。逆に、２２年

度から適用された資産除去債務の計上に伴う特別損失を１３社合計で５．９億円計上。また、ＮＨＫ出

版が東日本大震災の返品の引当金２．５億円を特別損失に計上した。 

 

▽ ＮＨＫ出版とＮＨＫ文化センターの２社が最終赤字となった。ＮＨＫ出版はテキスト販売不振の影響が

大きく、営業利益で赤字となり、加えて、東日本大震災による返品を引き当てたこと等により、当期純

利益でも赤字となった。ＮＨＫ文化センターは、営業利益、経常利益では黒字を確保したが、資産除去

債務の計上に伴う特別損失等により、当期純利益で赤字となった。 
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＜売上高の主な増減要因＞ 

ＮＨＫとの取引 ＮＨＫ以外との取引 

項  目 
増減額

(億円)
項  目 

増減額

(億円)

増減額 合計 ＋97.5 増減額 合計 ＋22.1

①番組制作 ＋13.4  

【主な増減要因】 

・ＮＨＫエデュケーショナル 

「みんなでニホンＧＯ！」「テストの花

道」など定時番組の増等 

・ＮＨＫグローバルメディアサービス  

「Ｂｉｚスポ」など新番組受託の増や大

型特集番組受託の増 

・ＮＨＫエンタープライズ 

ドラマ８の終了による減等  

・ＮＨＫプラネット          

全中番組の減等 

＋9.8

＋8.7

▲2.7

▲2.6

 

②地上デジタル関連 ＋11.8 ②地上デジタル関連 ＋32.6

【主な増減要因】 

・ＮＨＫアイテック  

送信・受信設備整備工事の増 

 

 

 

＋11.8

【主な増減要因】 

・ＮＨＫアイテック  

地上デジタル関連受信設備工事の増等 

・ＮＨＫ営業サービス  

地上デジタルテレビ放送受信相談セン

ター業務の増 

＋20.1

＋12.5

③旧国際メディア・コーポレーション事業 ＋48.0 ③旧国際メディア・コーポレーション事業 ＋23.5

【主な増減要因】 

・ＮＨＫエンタープライズ  

海外ドラマ等の放送権事業による増等 

・ＮＨＫグローバルメディアサービス 

 「ＰＧＡゴルフ」等のスポーツ放送権事

業の増 

＋37.2

＋10.8

【主な増減要因】 

・ＮＨＫエンタープライズ  

海外番組の国内展開、番組の海外展開に

よる増等 

・ＮＨＫグローバルメディアサービス 

 スポーツ権利事業の増 

＋18.2

＋5.2

④その他 ＋24.3 ④その他 ▲34.0

【主な増減要因】 

・ＮＨＫ営業サービス  

コールセンター業務の増 

営業業務の受託拡大による増 

・日本国際放送 

 海外の受信環境整備業務の増 

・ＮＨＫエンタープライズ  

ＢＳデジタル普及関連 

・ＮＨＫアイテック  

地デジ関連以外の受信関係業務の増 

・ＮＨＫアート 

 番組美術・デザイン業務等の増 

 

＋7.0

＋5.2

＋4.2

＋3.5

＋1.9

＋1.9

 

【主な増減要因】 

・ＮＨＫプロモーション 

展示・展博事業の売上増 

・ＮＨＫプラネット 

イベント、展覧会、美術展の増 

・ＮＨＫアイテック  

地デジ関連以外の受信関係業務の減 

地域情報化設備の整備業務の減 

マルチメディア・映像事業の減 

・ＮＨＫ出版 

 テキスト等の販売収入の減 

 音楽著作権収入の減 

・ＮＨＫアート 

 セット制作、展示・催事業務の減 

＋13.6

＋7.4

▲21.6

▲7.0

▲4.0

▲11.2

▲3.6

▲5.7
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（２）区分経理 

（金額単位百万円）

ＮＨＫ取引 ＮＨＫ以外 ＮＨＫ取引 ＮＨＫ以外 ＮＨＫ取引 ＮＨＫ以外

子会社計 253,925 143,208 110,717 9,871 6,262 3,608 3.9% 4.4% 3.3%

ＮＨＫエンタープライズ 51,375 36,210 15,164 1,085 1,076 8 2.1% 3.0% 0.1%

ＮＨＫエデュケーショナル 21,485 15,297 6,187 690 543 146 3.2% 3.6% 2.4%

ＮＨＫグローバルメディア 18,635 15,583 3,051 613 1,166 △ 553 3.3% 7.5% -18.1%

日本国際放送 3,937 3,031 905 119 307 △ 187 3.0% 10.1% -20.7%

ＮＨＫプラネット 8,253 4,561 3,692 122 108 14 1.5% 2.4% 0.4%

ＮＨＫプロモーション 5,986 667 5,318 56 1 55 0.9% 0.2% 1.0%

ＮＨＫアート 14,332 9,175 5,156 529 312 217 3.7% 3.4% 4.2%

ＮＨＫメディアテクノロジー 27,055 19,295 7,759 877 812 64 3.2% 4.2% 0.8%

ＮＨＫ出版 18,697 42 18,654 △ 135 0 △ 134 -0.7% -1.7% -0.7%

ＮＨＫビジネスクリエイト 9,836 4,843 4,992 806 96 709 8.2% 2.0% 14.2%

ＮＨＫアイテック 52,277 24,192 28,084 4,474 1,433 3,041 8.6% 5.9% 10.8%

ＮＨＫ文化センター 9,323 124 9,198 29 0 28 0.3% 0.5% 0.3%

ＮＨＫ営業サービス 12,731 10,181 2,549 601 404 197 4.7% 4.0% 7.7%

区　　分 売上高 営業利益 営業利益率

 
 
・ 「ＮＨＫとの取引」から生じる売上高１，４３２億円、営業利益６２．６億円。売上高に比例して営業

利益も増加したが営業利益率は前年比＋０．１％で４．４％。 
 
・ 経営計画では２３年度に営業利益率を３％以下に抑制することを目標としているが、依然として高い水

準にあるのは前年同様、ＮＨＫアイテックの地上デジタル工事増が継続していることが要因。 
 
・ ２３年度も適正な営業利益率を目指し、区分経理の精度向上に向けた指導に取り組む。 
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（参考）関連団体従業員数 
 

出向 転籍等 プロパー 出向 転籍等 プロパー

関連団体計 6,236 790 1,293 4,153 6,088 810 1,263 4,015 148

子会社 5,179 677 1,077 3,425 5,002 691 1,032 3,279 177

関連会社 155 21 19 115 153 21 21 111 2

関連公益法人※ 902 92 197 613 933 98 210 625 △ 31

※福利厚生２団体（健保組合、共済会）を含む
２１年度末の関連会社の人数には、孫会社だったＮＥＰアメリカとＮＥＰヨーロッパの人数を加算している

区分
２１年度末２２年度末

従業員数
増減従業員数

（人）
従業員数

（人）

 

 

・ ＮＨＫ本体では４０人削減しており、グループ全体では、１０８人の増。 
・ 営業事務処理業務の全国拡大（ＮＨＫ営業サービス）、旧国際メディア・コーポレーションとの統合  

（ＮＨＫエンタープライズ）等により従業員数が１４８人増加。 
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（３）ＮＨＫへの財政貢献 

  

 ① 今期配当予定 

（単位百万円：単位未満切捨て）

うち特例配当

関連団体合計 3,758 759 45.5% 2,359

○子会社

子会社計 3,451 759 51.8% 2,211

ＮＨＫエンタープライズ 888 150 42.1% 717

ＮＨＫエデュケーショナル 209 65 50.6% 140

ＮＨＫグローバルメディアサービス 340 200 84.7% 226

ＮＨＫプラネット 23 41.3% 12

ＮＨＫプロモーション 14 34.9% 8

ＮＨＫアート 60 18.6% 38

ＮＨＫメディアテクノロジー 384 70.2% 270

ＮＨＫ出版 11 － 5

ＮＨＫビジネスクリエイト 210 154 135.2% 30

ＮＨＫアイテック 960 37.9% 483

ＮＨＫ営業サービス 348 190 77.2% 278

○関連会社

関連会社計 307 19.1% 148

放送衛星システム 297 24.9% 148

総合ビジョン 10 22.9% 0

区　　分
２３年度配当予定額

配当性向
ＮＨＫ受取額

（再掲）

 

 

・ 配当総額の計画値は２５億円（協会の２３年度受取配当金の予算は１６．６億円）。 
・ 子会社の配当総額は３４．５億円（ＮＨＫ受取額２２．１億円）を予定。 
・ また、関連団体全体の配当総額は３７．５億円（ＮＨＫ受取額２３．５億円）を予定。 
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 ② 副次収入 

 

［事項別内訳］ （単位百万円；単位未満切捨て）

２１年度 ２２年度 増　減 備　　　考

6,936 6,941 4

4,749 4,769 19

二次使用料 2,309 2,323 14 国内一般事業者への提供増

メディアミックス収入 2,318 2,299 ▲ 19 アニメ番組の収入減

催物関係収入等 121 146 25 展覧会等の収入増

443 282 ▲ 160 テキスト販売の減

662 905 243 地デジ受信機の特許実施料増

1,079 983 ▲ 96 施設・設備の貸出の減

8,415 8,569 154

［団体別内訳］ （単位百万円；単位未満切捨て）

２１年度 ２２年度 増　減 備　　　考

6,936 6,941 4

1,336 1,403 66 二次使用料の増

1,693 1,753 59 メディアミックスの増

756 166 ▲ 590 プレミアム業務移行による減

9 613 604 プレミアム業務移行による増

170 186 16 ＮＨＫ大阪ホールの貸出日数増

113 130 17 展覧会等の収入増

728 529 ▲ 199 テキスト販売の減

215 237 22 貸出面積の増

172 106 ▲ 65 アニメビデオ化の収入減

768 650 ▲ 117 二次使用料の減

621 861 240 地デジ受信機の特許実施料増

344 300 ▲ 44

総　　　　　額

技術協力・特許許諾

施設利用料・受託業務等収入等

ＮＨＫ副次収入総額

区　　　　　分

区　　　　　分

総　　　　　額

放送番組の多角的活用

放送番組のテキスト出版

㈱NHKプラネット

㈱放送衛星システム

㈱総合ビジョン

㈱ＮＨＫエンタープライズ

㈱ＮＨＫエデュケーショナル

㈱ＮＨＫグローバルメディアサービス

㈱ＮＨＫプロモーション

㈱日本国際放送

(財)ＮＨＫサービスセンター

(財)ＮＨＫエンジニアリングサービス

その他の団体

㈱ＮＨＫ出版

 

 

・ 関連団体が納入した平成２２年度のＮＨＫの副次収入は総額６９．４億円で、前年度と比較して 
  ４百万円増加した。 
・ これは、ＮＨＫの副次収入総額８５．６億円の８１．０％に当たる。 
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【参考２】平成２２年度 関連団体の事前協議等の概要 
 

（１）事前協議事項（関連団体運営基準第 11 条） 

平成 22 年 4 月 1日から平成 23 年 3 月末日までの間に生じた関連団体から受けた事前協議事項の概要

は以下のとおりである。 

 

定款・寄付行為の変更 2 件 重要な新規事項 8 件 

会社・団体への出資 1 件 重要な資産の取得・処分 5 件 

株主の変更 4 件 配当の実施 14 件 

重要な人事の変更 2 件 社長等の退任慰労金 3 件 

重要な組織変更 6 件 その他経営の重要事項 4 件 

ロゴマークの新設・変更 1 件   

計 50 件 

 

 

（２）事前説明事項（第１２条）、報告事項（第１３条）に該当する事項 

そのつど説明、報告を受けている。 

 

 

（以 上） 

 

 


